




















“The Reform of prefectural high schools in Osaka"






















????国立高校 4校 120人 6校
都立高校 19校 178人 206校
私立高校 62校 872人 238校
　合計 85校 1,170人 450校 101,136人
????国立高校 1校 97人 1校
府立高校 27校 746人 161校
市立高校 0校 0人 29校
私立高校 38校 684人 94校























































































平成10年度 117校 19校 3校 なし 16校 155校








































































単位プラスαの授業　②充分な授業時数（ 1年生で国語 5単位，数学 5単位，英語 6単

























































授業時間帯 午前 午後 夜間
①限目から⑫限目まで ①　②　③　④ ⑤　⑥　⑦　⑧ ⑨　⑩　⑪　⑫
Ⅰ部（３年コース） １　２　３　４ ５　６　SHR
Ⅰ部（４年コース） １　２　３　４ SHR
Ⅱ部（３年コース） 　　　　１　２ ３　４　５　６ SHR
Ⅱ部（４年コース） １　２　３　４ SHR
Ⅲ部（３,４年コース） 　　　　　SHR １　２　３　４
  系列 については表 5の通りである。
 表５
系 列 部 自分の進路希望 科目

























合実習入門」が 1単位，ＨＲ 1単位の計30単位， 2年次では必履修科目15単位，選択科
















　 　大学進学への対応については， 1年生で共通履修科目を学んだ後， 2年生でそれぞれ






















































































平成11年度 117校 19校 3校 なし 16校 なし 155校









平成11年度 29校 1校 30校













































































































































































































































































































学区でいえば， 1学区（旧 1学区の北野，豊中，旧 2学区の茨木，春日丘）， 2学区（旧 3
学区の大手前，旧 4学区の四条畷，寝屋川）， 3学区（旧 5学区の高津，八尾，旧 6学区
の天王寺，旧 7学区の生野，富田林）， 4学区（旧 8学区の三国丘，泉陽，鳳，旧 9学区
の岸和田）と今宮（総合学科で学区なし）である。
　例えば，北野高校では 2学期制と夏季休業日の短縮，65分授業，少人数・習熟度別授業
の実施，大阪大学との公開講座「基礎セミナー」による連携，土曜日講座や20時まで自習
室で学習可能，米国のケントウッド高校との姉妹校提携，スクールカウンセラーの配置な
ど「学力重点校」として特色を発揮している。他のエルハイスクールも同様である。北野
高校の場合は，さらに，平成14年 4 月に全国26の高校の一つとして，文部科学省から，科
学技術，理科・数学教育を重視した研究開発校「スーパーサイエンスハイスクール」にも
指定され取り組んでいる。
　エルハイスクールを頂点とした公立（府立，市立）高校の序列化が一層進み，府立高校
が「待ち」の姿勢から「攻め」の姿勢に変化し，一部の私立進学校の経営に脅威を与えて
いる。中学生やその保護者の根強い人気，高校の在籍生徒や教職員の熱意，教育委員会の
支援などから推察し，今まで大阪の公立高校でタブー視されていた「できる子を，さらに
伸ばす」ということが府民の信頼を得てきたと私は確信する。
６）跡地等の活用
　跡地等の活用については，当初　①教育委員会による教育関連施設等への活用　②府庁
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大阪府立高校の改革（辻　郁雄）
内各部局での活用　③地元市町村による活用　④私学等による活用などで，大阪府の財政
対策として，廃校20校のうち14校を売却して560億円の収入を見込んでいた。また，経常
経費は 1校廃校で年間 1億5000万円減で，20校で合計30億円の経費削減が当初に見込まれ
ていた。しかし，売却を含めて活用がほとんどなされていないのが現状である。大阪府は
跡地の活用について積極的な議論を行い，府民に情報公開するべきである。　
　以上のように，府立高校の改革は長期欠席，中途退学，不登校の増加という問題を抱え
ながら，前期後期入試，学区の拡大，エルハイスクールの指定などの新しい施策の導入と
複雑に関連しつつ，「特色づくり，再編整備計画」は今年度の平成20年度に完了する。
７．むすび―今後求められる改革の方向性―
　地方の分権化と学校の自治が進み，学校の裁量権の拡大と学校の自主・自立性が高まっ
た。これにより，学校情報の公開，学校の説明責任と結果責任が強く求められるようになっ
た。しかしながら学校の課題は相変わらず山積み状態で一向に改善しない。そこで再び国
の指導強化がはじまる。地方教育行政法の改正により教育委員会への国の指導強化，教員
免許法の改正により10年の免許期限の設定，学校教育法の改正により副校長や主幹制度の
導入による鍋蓋組織からピラミッド型組織への再構築，校長の権限強化と強いリーダー
シップの発揮，評価育成という名の人事考課の導入と組織マネージメントの手法による目
標管理，学校（学級）運営から学校（学級）経営への転換，学校評価制度の導入など，この
数年間で教育を取り巻く環境が大きく変わった。社会が変わり，学校が変わり，教育の基
本法も変わった。これにより，学校は社会化の機能と看護・保育の機能という普遍的な役
割とともに，「公共サービス機関の一つ」という役割に重きを置きつつ府民のニーズを重
視する。一方，教育現場では「成果主義という市場原理の導入」により，教師は目標管理
の下に組織で仕事を行い，経験年数に応じて研修を重ね，常にプロの教師として説明責任
と成果を求められる。大阪府教育委員会は①豊かな人間性，②実践的な専門性，③開かれ
た社会性をこれからの新しい教員に強く求めている。
　10年にわたる府立高等学校の「特色づくり，再編整備計画」が本年度（平成20年度）で
完了する。大阪府教育委員会は「教育改革プログラム」の成果をふまえて，残された課題
や新たに生起した課題に対応し，今後の10年間を見据え新たに，「大阪の教育力」向上プ
ランを本年12月末頃に策定をめざしている。
　高等学校の多様化のなかで特色ある学校が多くあり，多くの選択科目により特色づくり
がなされている。例えば普通科総合選択制では「エリア」，総合学科や専門学科では「系」
など多種多様な選択科目が設定されている。高校の 3年間は「自分さがしの旅」といわれ
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大阪産業大学論集　人文・社会科学編　５
る。生徒一人ひとりが「生き方の設計」をおこない，自己実現できるように支援すること
が求められている。望ましい職業観，勤労観および職業に関する知識や技能を身につけさ
せるとともに，自己の個性を理解し，主体的に進路を選択する能力や態度をはぐくむ教育
（キャリア教育）を組織的に進めることが重要であり，改革の成否を決めるものである。
